（５）災害事故防止対策

災　害　事　故　防　止　対　策
　社会福祉施設は，災害発生時に特に配慮を要する高齢者，障害者，児童等が利用していることから，火災，地震，風水害等の災害が発生した場合において，円滑かつ迅速な避難，救護等が行えるよう，関係機関への通号，避難誘導，救護活動等に関する具体的な計画を定め，定期的に職員に周知し，想定される災害に備えた安全体制を確保することが必要である。
１　訓練（自衛消防訓練）

　訓練には，①通報訓練②消火訓練③避難訓練④総合防災訓練等があり，年間を通じて訓練計画

（各訓練の主要目的を示す）を立案し，それに基づいて訓練を実施する。

①　通報訓練


通報例　　　住所：　　市　　町　　番地

　　　　　　　　名称：　　社会福祉法人○○

　　　　　　　　電話：　　○－○○○○

　　　　　　　　目印：　　○○幼稚園隣り

　　　　　　　　建物：　　鉄筋２階建て　　１棟

　　　　　　　　人数：　　○　名

②　消火訓練


③　避難訓練


逃げ遅れ・

負傷者の確認

④　総合防災訓練
	放送設備による



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

	避難誘導　　　　
	
	消火活動
	
	避難誘導
	
	防火区域構成
	
	避難者の確認
	
	消防隊への情報提供


情報提供内容

１）燃えている場所や程度，危険物の有無

２）入所者や職員の数
３）負傷者の有無

４）防災設備の作動状況

２　深夜訓練

入所施設においての夜間防火体制は，限られた人員で初期の消火・通報・避難等に当たらざる
を得ない現状のため，特に夜間を想定した訓練が必要である。（年４回以上実施することが望ましい。）

訓練に当たっては，緊急非常連絡網を整備し訓練にもり込んでいくとよい。

３　近隣住民，病院，各種施設との連携

自力避難の困難な者が入所している施設においては，火災等緊急時の近隣住民（消防団，自治
会等）の協力は重要であり，可能な限り協力要請・訓練への参加の呼びかけ等，日頃からの交流
を図っておく必要がある。

　　また避難・救助された者の一時収容先として，病院，各種施設の確保についても考えておく必
要がある。

４　消防機関との連携

　　各種訓練の実施に当たっては，所轄消防機関に連絡のうえ行う。

　　訓練の実施に当たっては，所轄消防機関の立ち会い・指導等を受けるなど，施設の実情の理解
を十分得られるように努める。

５　訓練結果の検討

　　訓練の内容については，訓練後に訓練に参加した者の率直な意見等を出し合い，消防計画・訓
練に反映させていく。

　　また防火管理者は，訓練の内容等について訓練結果記録を作成し，次回の訓練に反映させる。

６　自主検査・自主点検

　　火災は人為的なものが多いから，火災に対する日頃からの注意・未然に防止しようとする姿勢

が大切であり，その意味から日頃からの定期的な自主検査，自主点検を実施していく。
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